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グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検討

 サプライサイドでの脱炭素に資する投資や調達先選択を中小含めたバリューチェーン全体で推進することと、そ
の結果生み出されるグリーン製品の需要を顕在化させることを両輪で進めることが必要。何がボトルネックで、ど
のような施策が必要かを検討するため、本年５月より「グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体
の脱炭素化に向けた検討会」を開始。９月に中間とりまとめを公表。

小売・
提供事業者

<サプライサイド> <デマンドサイド>
脱炭素投資・調達先選択 グリーン製品・サービスの需要の顕在化

A) 現状と課題 B) 課題克服のボトルネック C) 対策の方向性
• 企業はどこまで取組を進めてきたか
• 消費者の意識や購買行動の現状
• ビジョン達成に向け、埋めなければならない
ギャップはどこか

• 各課題について、その課題が残る原因は、
どこにあると考えるか
– 人材、資金、ルール、ツール…

• 左記ボトルネックに対し、官民で取り組むべ
き点は何か

• そのうち特に、政府として取り組むべき施策
の方向性は

サプライヤー 最終製品メーカー 物流事業者 消費者

リサイクル事業者
グリーン製品・サービスの見える化
• どのような製品・サービスの需要を創出していくか。
• どのようにグリーン製品・サービスを消費者に対して分かりやすく
訴求するか。

消費者の需要喚起
• グリーン製品・サービスに対する消費者の
需要を喚起するために、どのような施策が必要か。

サプライサイドの企業・製品の排出量の算定
• 中小企業含めたサプライサイド企業のCO2排出量や
製品カーボンフットプリント等の算定を進めるために、
どのような施策が必要か。

バリューチェーン全体の排出削減
• バリューチェーン全体の排出削減に向けて、省エネ・再エネ、
調達先選択等の行動を促すために、どのような施策が必要か。
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（参考）検討会の委員等名簿、開催実績

役職 委員氏名 所属

伊坪徳宏 早稲田大学理工学術院創造理工学部
環境資源工学科 教授

稲垣孝一 Green×Digitalコンソーシアム
見える化WG 主査

北村暢康 The Consumer Goods Forum
日本サステナビリティローカルグループ 共同議長

末吉里花 一般社団法人エシカル協会 代表理事

座長 高村ゆかり 東京大学未来ビジョン研究センター 教授

渡慶次道隆 株式会社ゼロボード 代表取締役

藤崎隆志 公益財団法人日本環境協会 エコマーク事業部長

森原誠 BCG マネージング・ディレクター＆パートナー

委員等名簿 開催実績
第１回：2025年5月12日
（1）グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の

脱炭素化に向けて
（2）その他

第２回：2025年5月29日
（1）前回議論の振り返り
（2）企業・団体の取組に関するヒアリング
①日本鉄鋼連盟
②ユニ・チャーム株式会社
③東京海上日動火災保険株式会社
④株式会社バイウィル

（3）主にサプライサイドにおける課題・ボトルネック及び施策の
方向性

第３回：2025年6月11日
（1）前回議論の振り返り
（2）企業・団体の取組に関するヒアリング
①日本百貨店協会
②楽天グループ株式会社
③大阪府
④地球環境戦略研究機関

（3）主にデマンドサイドにおける課題・ボトルネック及び施策の
方向性

第４回：2025年7月25日
（1）中間とりまとめ案
（2）その他

（五十音順、敬称略）

（オブザーバー）
-消費者庁
-農林水産省
-経済産業省
-国土交通省
-日本経済団体連合会
-日本商工会議所
-日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・ 
相談員協会

-サステナブル経営推進機構
-Green x Digital コンソーシアム

-日本鉄鋼連盟
-日本化学工業協会
-電機・電子温暖化対策連絡会
-日本製紙連合会
-日本チェーンストア協会
-日本フランチャイズチェーン協会
-日本百貨店協会
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グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の
脱炭素化に向けた検討会 中間とりまとめ概要

（検討の背景／現状・課題／施策の方向性）
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検討の背景
（昨今の排出削減対策の潮流）
 GX（グリーントランスフォーメーション）の実現に向けて、GX経済移行債を活用した先行投資支援と、成長
志向型カーボンプライシング構想によるGX投資先行インセンティブを組み合わせつつ、重点分野でのGX投
資を分野別投資戦略を通じて促進するなど、取組を具体化してきたことにより、生産段階でのGX投資が
進みつつある。

 今後は、GX推進法の一部改正により、2026年度から排出量取引制度が導入されることとなり、制度の対
象となると見込まれるScope１の排出規模が大きい事業者は、バリューチェーンの上流に位置する素材産
業が多いが、こうした産業における脱炭素投資がさらに進められていくことが想定される。

 また、先行して排出削減に取り組んできたバリューチェーンの中下流の事業者は、Scope１,２に焦点を当
てた自社での取組に加えて、例えば、脱炭素型の素材・中間財への変更、サプライヤー・エンゲージメントに
よる上流側の取組支援等のScope３に焦点を当てた新たなフェーズの排出削減に取り組みつつある。

（グリーン製品・サービスの市場創出の必要性）
 こうしたバリューチェーンにおける製品・サービスの供給側での脱炭素投資・取組を長期的・継続的なものとして
定着させていくためには、その結果として生み出された脱炭素に資するグリーン製品・サービスの価値が評価
され、需要側で支える市場を創っていくことが必要不可欠である。

 脱炭素製品の中には、使用段階でエネルギーコストが削減されるなど、消費者に便益をもたらすものもあれば、
生産工程での排出削減に寄与するものの、機能としては従来品と同様で、場合によっては、対策技術のコス
トが現状では高いため、相対的に価格が高くなるものも多くある。

 そうした製品も含めて、デマンドサイドにおける消費者・企業・政府がその価値を理解して購買・消費すること
が予見でき、サプライサイドにおける各企業の積極的・継続的な脱炭素投資が行われるような市場の創出
を目指すことが必要である。
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現状と課題：３つの市場パターン

 現状の各企業の取組を踏まえた３つの市場パターンを念頭に、課題や今後の施策の方向性を整理。
 いずれの市場パターンにおいても、BtoC需要が不透明であることが大きな課題であるほか、パター
ン①②の市場では、バリューチェーン内企業間の連携強化が、パターン②③の市場では、中堅・中小
企業における脱炭素経営の一層の浸透・定着が課題。

市場パターン別の現状

パターン①
「川上
先行型」の
脱炭素市場

パターン②
「川中
先行型」の
脱炭素市場

中堅・中小
企業中心の
バリュー
チェーン

大企業を
含むバリュー
チェーン

バリューチェーン中流において
BtoB需要が盛り上がらない

大企業からのサプライヤー・エンゲージメント
もなく、脱炭素経営への意識づけが進まない

完成品メーカー

大企業 中堅・
中小

大企業

大型投資に
動きづらい

中堅・
中小

消費者

完成品へのBtoC需要が不透明

BtoC需要が不透明

素材・中間財メーカー

大企業

中堅・
中小

中堅・
中小

中堅・中小企業等の
上流へのサプライヤー・
エンゲージメントが必要

BtoC需要が不透明

小売

大企業 中堅・
中小

大企業 中堅・
中小

大企業 中堅・
中小

パターン③
「地域
主体型」の
地場市場

サプライサイド デマンドサイド
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施策C-1

施策の方向性（全体像）

 政府は、官民のステークホルダーと連携し、A）政府・企業・消費者におけるグリーン製品需要の喚起、B）
バリューチェーン内企業間の連携推進、C-1）代表企業起点のサプライヤー・エンゲージメントの推進、C-
2）地域単位での中堅・中小企業の脱炭素支援、を推進するため、既存施策の一段の強化と新たな施策
の展開を図るべきであり、特にAについては最優先で取り組むべきとされた。

施策の方向性市場パターン別の現状

パターン①
「川上
先行型」の
脱炭素市場

パターン②
「川中
先行型」の
脱炭素市場

中堅・中小
企業中心の
バリュー
チェーン

大企業を
含むバリュー
チェーン

バリューチェーン中流において
BtoB需要が盛り上がらない

大企業からのサプライヤー・エンゲージメントも
なく、脱炭素経営への意識づけが進まない

消費者

施策A

完成品へのBtoC需要が不透明

BtoC需要が不透明

施策B

BtoC需要が不透明

小売

大企業 中堅・
中小

大企業 中堅・
中小

大企業 中堅・
中小

パターン③
「地域
主体型」の
地場市場

サプライサイド デマンドサイド
完成品メーカー

大企業 中堅・
中小

大企業

大型投資に
動きづらい

中堅・
中小

素材・中間財メーカー

大企業

中堅・
中小

中堅・
中小

中堅・中小企業等の
上流へのサプライヤー・
エンゲージメントが必要

施策A
政府・企業・消費者に
おけるグリーン製品の最
終需要の喚起
施策B

バリューチェーン内
企業間の連携推進

施策C-1
代表企業起点のサプラ
イヤー・エンゲージメント
の推進
施策C-2
地域単位での
中堅・中小企業の
脱炭素支援
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バリューチェーン全体の脱炭素化に向けた施策パッケージ

各業界における先進サプライヤー・エンゲージメントの事例蓄積

代表企業起点の
サプライヤーエンゲージ
メントの推進

施策C-1

• Scope３排出量削減のための企業間連携による省CO2設備投資促進

• サプライヤー・エンゲージメントのモデル事業
– 業界内競合企業間で連携したサプライヤー・エンゲージメントの共通手法・ガイドの策定

• 大手企業の信用力活用等による中小企業へのファイナンス支援
– PPA等による中小企業における再エネ導入モデルの創出

• バリューチェーン上の連携企業群の制度的支援
（規制・税制・財政等の特例措置）【再掲】

需要喚起策のトライアルと施策推進
•グリーン製品の評価・表示スキームの検討・実施、グリーン製品登録情報の蓄積

•製品メーカーと小売・流通が連携したグリーン製品の開発・消費者への価値訴
求等による需要創出に向けた実証支援

•グリーン製品に対する消費者の潜在需要に関する調査分析

•政府・企業による選択推進（公共調達、企業のオフテイク契約）
政府・企業・消費者に
おけるグリーン製品需
要の喚起

施策A

• グリーン製品・サービスの需要創出事例の積み上げ

• １次データの蓄積とその活用

• 優れた排出削減価値を有する製品が高く評価され、
調達、購入される制度的措置の実施

•気候危機の現状の情報発信

•既存補助金におけるグリーン製品の優遇措置
•環境・消費者教育やアプリを活用した消費者の削減貢献等の見える化

バリューチェーンでの先進事例の蓄積とScope３・CFP算定排出データの蓄積

バリューチェーン内企業
間の連携推進

施策B

• バリューチェーンでの連携に取り組む企業の顕彰
– 先行・優良事例の表彰
– EEGS上での取組の見える化

•１次データの蓄積を促すデータ連携・データベース構築の奨励・支援

•グリーンバリューチェーンプラットフォームやGXリーグ等による連携創出 • Scope３排出量の算定・削減を促進する制度的
措置の実施

• バリューチェーン上の連携企業群の制度的支援
（規制・税制・財政等の特例措置）•価値評価指標の確立（削減実績量・削減貢献量を含めた算定・評価手法の整備、国際

ルールへの反映）

地域単位での
中堅・中小企業の
脱炭素支援

地域支援体制構築の事例蓄積と自走化支援

•地域でのCFPを担う人材・支援機関の育成モデル事業
• 地域ぐるみでの中小企業支援体制構築の裾野拡大・定着

• 地域ぐるみでの脱炭素経営支援体制構築モデル事業
施策C-2

• 脱炭素経営に取り組む中堅・中小企業の顕彰
– 測る・減らすの取組促進（エコアクション21の活用・アップデート等）
– SHK制度自主報告者を分かりやすく見える化
– 適正な民間算定サービスとの連携による自主報告への誘導

• 認定脱炭素経営サポーター制度の本格実施

• “減らす”取組実績の積み上げ・横展開

•２次データへのアクセス向上

短期的施策 中長期的施策

•グリーン製品登録数拡大に向けたCFP算定・表示の支援拡大
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•統一的なグリーン製品の評価・表示
の在り方を整理することで、消費者・
企業双方のわかりやすさを実現する

– 消費者に対し環境価値の高い
製品を理解しやすくなる

– 企業も、求められる水準を理
解しやすくなる

•本登録を通じて、政府が上市されて
いるグリーン製品の実態を正確に把
握することで、グリーン製品の目指す
水準を適切に把握し、着実な脱炭
素実現につなげる

 脱炭素に資する取組により排出削減価値がある等のグリーン製品（名称は要検討）の評価の考え方や表示の在り方に
ついて整理。その際、表示する製品に関する情報（製品名、CFP等）について、政府に登録し、リストを公表。

 本スキームは、消費者訴求に向けて、製品開発においてバリューチェーンで連携して排出削減に取り組む際の一定の目安と
なりうる。また、本スキームで評価されるグリーン製品は、政府調達や各種政策支援等における要件とすることも想定。

サプライサイドにおける努力の結果とし
て排出削減価値を有するようなグリー
ン製品（仮称）の評価の考え方を整
理し、企業が該当製品を政府に登録
することで、グリーン製品と表示できるよ
うにする

概要

目指す姿

事業イメージ

消費者

 グリーン製品の定義・範囲、名称、評価方法、検証の必要性、表示の際の留意点、登録する情
報項目、既存ラベル・製品データベースとの関係等の論点について、今年度から検討する場を設
けて、議論を開始する

 将来的には、優れた排出削減価値を有する製品を高く評価する制度的措置に繋げることも想定

政府・自治体

グリーン製品を嗜好する消費者が、
登録されたグリーン製品を購入

グリーン製品を優先調達

企業 政府

グリーン製品の評価・表示に関する在り方を整理

グリーン製品
（最終製品及び素材・中間材）

A  グリーン製品・サービスの評価・表示スキームア

一定の考え方に沿ったグリーン製品を登録（製品名、CFP等）

グリーン製品リストを公開

データ

※脱炭素だけでなく他の環境要素や製品の利用・
廃棄時の排出削減について、評価の際にどう考
慮すべきか検討する必要あり
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排出削減価値を有する製品等の評価/表示に関する検討について

 ネット・ゼロの達成に向けGX経済移行債の発行、分野別投資戦略に基づく投資促進、GI基金を活用した技術開発等が
進行中。

 こうした投資によって製造された一部製品等については、既存製品と性能が変わらないものの現時点においては高コスト化
してしまう場合が存在。

 排出削減価値を有する製品が市場に出回る、また選択的に消費されるためには、その製品等が有する脱炭素価値が正し
く評価され優先的に調達される仕組みが必要となる。

 脱炭素に資する取組みによって生み出された、排出削減価値を有する製品等の定義や評価・表示スキームに関する検討
の場を設置し、制度的措置を議論。

委員等名簿
役職 委員氏名 所属

伊坪 徳宏 早稲田大学 理工学術院 創造理工学部 教授

座長 高村 ゆかり 東京大学 未来ビジョン研究センター 教授

谷川 喜祥 日本経済団体連合会（経団連） 環境エネル
ギー本部 統括主幹

西尾 チヅル 筑波大学副学長・理事 ビジネスサイエンス系・
教授

根村 玲子 公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・コン
サルタント・相談員協会 環境委員会 委員長

検討のイメージ
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•グリーン製品消費者との接点を持つ
小売企業と、グリーン製品を売りたい
完成品メーカーの連携の仕組みがで
きることで、バリューチェーン全体でグ
リーン製品の購買を促す

•消費者への効果的な価値訴求方
法等の横展開により、日本全体とし
てグリーン製品の購買が広がる

A  グリーン製品・サービスの需要創出に向けたモデル実証事業

 BtoC企業主体でグリーン製品の販売実証を行い、効果的な価値訴求方法等を明らかにする。

グリーン製品（完成品）の企画立
案・販売の実証を行い、効果的な訴
求方法等を明らかにする
•上流企業とは、グリーン製品の設計
等で連携

•消費者に対しては、グリーン製品を
訴求

上流 中流 下流

政府・事務局

実証事業内容共有
• 計画立案
• 進捗/結果報告

実証事業支援
• 実施アドバイス
• 結果検証

対象と想定される
グリーン製品
• バリューチェーンでの排出削
減努力が表示された製品

• グリーン鉄等のGX製品が
使用された製品

• CFPが表示された製品

概要

目指す姿

事業イメージ

ウ

• 事務局は、事業途中のアドバ
イスを通じ、事業の成功確率
を高める

• また、結果をもとに、事例集等
を発表し、事業成果の横展開
を図る

• グリーン製品を設計・製品化
• 店頭（EC含む）展開計画立
案・実施
– 商品性だけでなく、表示方法
やインセンティブ付与等も検証

価値の訴求
• 環境価値表示
• 付加価値明示
• 購買インセンティブ

消費者完成品メーカー素材・中間財メーカー 小売（起点）
モデル事業実施

反応の検証
• 売上
• アンケート
• 店頭投票

訴求し、
反応を検証

協働して事業を
計画・実施連携
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本日議論いただきたい事項
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本日議論いただきたい事項

脱炭素に資する取組により排出削減価値を有する製品/サービ
ス（グリーン製品）について、消費者の商品選択による脱炭素
貢献に関する意識醸成を含め、その需要を喚起するためにはど
のような取組が必要か。

また、環境省においては、グリーン製品の需要創出に向け、
 グリーン製品の評価・表示スキームの検討・実施
 グリーン製品の開発・消費者への価値訴求等による需要創
出に向けた実証支援

等の取組を進めていくこととしているが、その実施に当たって留意
すべき点等についてご意見をいただきたい。
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参考資料
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製造メーカーと小売・流通が連携したグリーン製品の開発・
消費者への価値訴求等による需要創出に向けた実証支援

バリューチェーン全体の脱炭素化に資する一定のグリーン製
品・サービスの評価・表示スキーム（政府調達や各種政策支援等と
連動）、グリーン製品登録情報の蓄積とその活用

• 気候危機の現状の適切かつわかりやすい発信
• グリーン製品・サービスに対する消費者の潜在需要 
（例: 価格受容意向のあるセグメント、「ボイコット」型行動を取るセグメント 
等）に関する調査分析

• 需要創出を優先的に後押しする製品群の見極め
• 資源循環、ネイチャーポジティブ等の環境価値の総合評価
に関する動向把握

A. 政府・企業・消費者における最終需要の喚起
 政府におけるグリーン購入に加え、企業におけるGX率先実行宣言等も契機に、国内において、「グリーンな製品・サービス」へ
の需要が一部で立ち上がる兆しがある。

 ただし、これらの国による施策・イニシアティブは、BtoG/BtoBが中心。BtoCの最終需要の喚起については、民間の対消費
者コミュニケーション（例: 環境ラベル、エシカル消費啓発）や、地方公共団体による地域限定のインセンティブ策は試みられているものの、
国による施策は、エコポイント等の短期的なインセンティブ付与や、CFP表示の促進、国民運動 "デコ活"や環境教育等に
よる間接的な普及啓発策にとどまっている。

 今後は、BtoG/BtoB市場での需要創出を続けることと併せ、BtoC市場においても、"届ける"（環境価値の評価・伝達、グリーン製
品の提供）・"選ぶ"（環境価値の理解・様々な付加価値を組み合わせた購買行動の喚起）を通じて市場をより直接的・積極的に創出するため
の施策を、政府としても拡充すべきである。

先行しているBtoG/BtoB市場での需要喚起を続けることと併せ、BtoC市場
においても、"届ける"・"選ぶ" を通じて市場をより直接的・積極的に創出する
ための施策を推進する。

ウ

ア

その他

1. 消費ごとに個人のCO2排出量を記録し定量化する仕組み

施策例基本的な考え方

今後は、 BtoG/BtoB の需要喚起を続ける
ことに加え、BtoC市場においても、直接的・
積極的に需要を創出する施策を拡充する

（完成品メーカー・小売）
届ける

（消費者）
選ぶ

BtoG/
BtoB

BtoC

従来の国の施策はBtoG/BtoBが中心

CFP算定・表示の支援拡大イ

環境・消費者教育やアプリを活用した消費者の削減貢献等
の見える化

エ

※中間とりまとめから引用
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A  １次データの蓄積とその活用

 グリーン製品の評価・表示スキームにより登録されたグリーン製品等の１次データを蓄積。登録情
報が蓄積されれば、様々な用途に活用可能。

ア

•既存の２次データベース（共通の一
般的な排出係数）よりもCFP原単
位が小さい製品は、取引先・投資
家・消費者向けのPRのために積極
的に情報を登録

•個々の取引先とのデータのやり取りが
省略化・効率化される

•現在２次データが入手しづらい状況
の削減努力を行った製品（素材・
中間材）の排出量（の目安）が、
手軽に手に入れられるようにする

– 例：リサイクルプラスチックを用
いた容器、バイオマス素材を用
いた材料

グリーン製品の評価・表示スキーム等
を通じてCFPデータを収集・蓄積

概要

目指す姿

事業イメージ

企業

グリーン製品（最終製品及び素材・中間材）

登録された１次データを蓄積し、様々な用途に活用

• 脱炭素取組を行った製品のデータを
公開し、各企業のグリーン製品の
PRや、取引先のCFPの算定に活用

グリーン製品評価・表示スキーム

施策B 「１次データの蓄積を促すデータベースの拡充の奨励・支援」とも連動し、
効率的で早い実現を目指す

政府

グリーン製品の評価・
表示に関するルールを策定

ルールに沿って評価されたグリーン製品を登録（製品名、CFP等）

グリーン製品リストを公開 

• 登録情報が蓄積されれば、数値を加工し、製
品カテゴリ別データベースや、既存データベー
スでは入手できない排出係数として活用も

イ

※中間とりまとめから引用
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A  グリーン製品登録数拡大に向けたCFP算定・表示の支援拡大

 CFP算定・表示の促進に向け、算定支援機関の奨励、相談窓口の設置、講師派遣事業を実施。

•本取組を通じて、CFPの算定・表示
に関する悩みが解決され、企業によ
る算定が可能となり、製品・サービス
のCFP算定・表示が増加

•製品・サービスについてCFP表示をす
ることで、消費者の目にCFPが触れ
る機会が増え、CFPの認知・グリーン
製品の認知度が向上する

•CFPの信頼性は確保しつつも、排出
削減につながる合理的な算定が普
及する

グリーン製品の評価・表示スキームでの
登録製品・サービス数の拡大を目指し、
複数企業群単位でのCFP算定・表示
拡大を支援する
• CFP算定支援機関の奨励
• CFP相談窓口の設置
• CFP講師の育成、派遣

概要

目指す姿

事業イメージ

イ

CFP算定支援機
関の奨励

CFP相談窓口の
設置

政府

CFP講師の育成、
派遣

支援を受けて企業が
CFP算定・表示を実施

CFP算定をした
グリーン製品を登録 

CFP算定・表示の支援
に必要な仕組みを提供

※中間とりまとめから引用
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製品・サービスの排出量見える化・削減支援事業

 令和４年度から、製品・サービスのカーボンフットプリント （CFP）の算定、削減、表示に係る参加企業の主体的な取組を支援し、
排出削減の取組とビジネス成長を両立させる先進的なロールモデルを創出するモデル事業を実施。

 令和６年度からは、業界又は業界の企業群によるCFPの算定・表示ルールの共通化の支援を開始。
 令和７年度からは、地域におけるCFP算定・表示に係る人材育成の先進事例を創出するモデル事業を開始。

①業界単位の共通ルール策定支援（継続） ②地域におけるCFP算定・表示に係る人材育成支援（新規）

参加団体の主体的な取組を、事務局が支援

最終成果物
• CFP 製品別算定ルール/表示ルール (どちらか一方でもよい)
• 業界における中期的CFP活用目標に向けたロードマップ

事前準備
(応募段階) ルール策定

• 検討対象の
決定

• チームの構築
• 検討ゴールの
イメージの共有

• 検討ゴールの決定
• ルールの執筆 

(素案作成、協議)
• (必要な場合) レビューの実施
• 実現に向けたロードマップの策定

実証 発行

• ルールを
用いた
実証

• ルールの
発行

• 報告会

地域のステークホルダー（自治体・商工会議所・金融機関・大学・支
援機関・企業等）が行う、CFPの算定・表示に係る人材育成の取組
を、事務局が伴走支援。

• 業界団体又は業界のリーディング企業群によるCFP の算定・表
示ルールの共通化に向けた支援を行う

• 策定した共通ルールについては検討グループで実証を行い、改善
点等の反映を行った上で、発行を予定。

令和７年度採択決定 【業界団体・企業群支援】①化粧品業界 ②プラスチック容器包装企業群 ／ 【地域人材育成支援】 ①佐賀県 ②静岡県
2025年6月5日報道発表  https://www.env.go.jp/press/press_04998.html

＜取組の例＞
CFPを「学ぶ」
• 地域の皆さんが一緒に、CFPの算定やその表示方法を学び、実践す
る

CFPを「教える」
• 地域の皆さんがCFPを学ぶための教材を作成したり、CFPを教えるた
めの講師を育成する

CFPに関する「ルール等をつくる」
• 地域の製品や特産品のCFPの算定・表示の具体的なやり方（ルー
ル）を一緒につくる

※上記は一例であり、これにとどまらず、地域のCFPに関する人材育成に資す
る事業であれば対象となり得る。

https://www.env.go.jp/press/press_04998.html
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令和７年度 製品・サービスのカーボンフットプリントに係るモデル事業 (地域
人材育成支援)

 令和７年度モデル事業では、地域人材育成支援として２件を採択。 地域におけるCFP の算定・表示
に係る人材の育成に向けた支援を実施中

• SAGA COLLECTIVE協同組合
• レグナテック株式会社
• 三福海苔株式会社
• 川原食品株式会社
• 丸秀醤油株式会社
• 天山酒造株式会社
• 有限会社井上製麺
• 株式会社徳永製茶
• 株式会社小野原製茶問屋
• 吉島伸一鍋島緞通株式会社
• 名尾手すき和紙株式会社
• 有限会社李荘窯業所

• しずおかカーボン
ニュートラル金融
コンソーシアム

• 静岡県
• 富士市
• 株式会社静岡銀行
• スルガ銀行株式会社
• 株式会社清水銀行
• 株式会社静岡中央銀行
• しずおか焼津信用金庫
• 静清信用金庫

• 浜松いわた信用金庫
• 沼津信用金庫
• 三島信用金庫
• 富士宮信用金庫
• 島田掛川信用金庫
• 富士信用金庫
• 遠州信用金庫
• 一般財団法人
静岡経済研究所

• 一般社団法人
静岡県環境資源協会

参加団体

• SAGA COLLECTIVEの製品を対象とした
CFP算定・表示ルール/マニュアル策定

• SAGA COLLECTIVEの一部商品について
CFPの算定・表示

• 外部向けCFPセミナー (講師育成)

• メンバー向けCFPセミナーの実施
• 金融機関の取引先等向けCFP普及啓発セミナーの実施
• 模擬算定の実施
• 取引先を想定したCFPに関する営業等のロールプレイの
実施

取組内容

静岡県佐賀県
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A  環境・消費者教育やアプリを活用した消費者の削減貢献等の見える化

 店頭以外の学校や地域コミュニティ等におけるグリーン製品に関する環境・消費者教育の実践や、個人カーボ
ンアカウントなどアプリを活用した消費者の本能の刺激・貢献度の見える化を推進。

１ 学校教育と店頭・アプリでの販促で連動した取組を推進
事業イメージ

エ

2 企業が自治体や地域と連携した学校教育支援の取組を推進 3 個人カーボンアカウント1の普及

•大阪府での取組事例：府内全小学校等4～6年生（約21万人）へのエコラベル学習キットの配布や一部学校での出前授業と、100を超える小売店舗や小売アプリを
    通じた販促キャンペーンを展開（検討会第３回大阪府プレゼン資料より）

▲エコラベル付き商品に触れて、
クイズで学ぶ出前授業

▲エコラベル学習キット

1. 消費ごとに個人のCO2排出量を記録し定量化する仕組み

•日本電機工業会（JEMA）の理科教育支援活動：小学校6年生理科「電気の利用」
の単元と連動した“社会とつながるプログラミング教育“実践の理科授業 ＝JEMAプログラム
（電気を測る、貯める、変換・制御等）と、理科教員向けセミナー*を提供
*東京、大阪、名古屋、福岡：後援（全国市町村教育委員会連合会、全国小学校理科研究協議会 等）

▲教員向けガイド ▲教材キット ▲児童向けワークシート

•個人の購買行動・アクションによるGHG排出量や削減への貢献度を見える
化し、行動変容を促す

※中間とりまとめから引用
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